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要約

平成 28 年熊本地震後の歯科保健医療支援において、要配慮者に対する歯科保健支援として、高齢者介護施設への介

入が積極的に行われた。これら 11 施設を対象とした調査を行い、災害時の歯科支援介入として適切なタイミングと内

容を検討した。調査結果から、被災の程度や施設の特性により違いはあるものの、整わない環境下では相対的に介護対

応力が不足することもあり、歯科支援自体は望ましいとされた。内容は、施設に対する口腔ケア物資の提供や歯科医療

機関の情報は早期から必要とされたが、利用者個人に対する評価やケアという個別介入に関しては、受援業務の調整が

可能となる時期を見極めることも求められていた。今回の経験を経て、それぞれの施設における防災体制がみなおされ

ており、高齢者介護施設における口腔衛生や栄養管理も含めて、地域での防災体制が整備されていく必要があると考え

られた。

キーワード：災害時歯科保健医療支援，災害時要配慮者，誤嚥性肺炎，災害関連死，高齢者介護施設

Summary 
　　　The 2016 Kumamoto Earthquake surfaced the need for dental health care and support, especially in elderly nursing homes. 
We conducted a study at 11 nursing home facilities to better understand the best timing and content of successful dental support 
and intervention at the time of a disaster. Although results varied due to the extent of a particular disaster and the standards of 
different facilities, overall, dental support was viewed as desirable and a necessity. Although facilities already require the provision 
of oral care supplies and information on dental institutions from an early stage, we wanted to better understand how this translates 
to the individual level, what the timing and content of individual evaluations and dental care look like. From the experience of the 
earthquake, the system of disaster management at each facility has been overhauled. It was concluded that there is a necessity to 
further develop disaster management systems, including oral hygiene and nutrition management in elderly care facilities.
Keywords : Disaster dental healthcare support, Vulnerable people, Aspiration pneumonia, Disaster related death, Nursing homes 
for the older people

1．はじめに

災害時には歯科支援として歯科医療救護および歯科保

健支援（個人に対する口腔ケア支援・集団に対する歯科

保健啓発活動）が組織的に行われる 1)。特に災害時要配

慮者に対しては、歯科支援が誤嚥性肺炎の予防の観点か

ら生活環境が整うまで中長期的に継続されることが効果

的と考えてられている 2)。2016 年 4 月の熊本地震後の

歯科保健医療支援活動において、南阿蘇・高森地区にお

いては「口腔機能支援チーム」が形成されて脆弱性の高

い方々が入居されている高齢者介護施設への計画的な介
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入が行われ、多職種での対応が効果的だったと報告され

ている 3-4)。

2．目的

熊本地震後の歯科保健支援およびその後の状況を把握

することにより、災害時の介護施設における歯科保健支

援の介入と地元との連携とのあり方を検討する基礎資料

とし、歯科 10 団体で構成される災害歯科保健医療連絡

協議会ワーキンググループ（WG）などにて報告・共有し、

今後の体制構築に役立てることを目的とした。（図１）

3．対象と方法

対象は、熊本地震後の歯科保健支援の介入が行われた

南阿蘇村・高森町の全 11 の介護施設（法人）とし、依

頼状送付後に訪問して調査した。施設（法人）の内訳は、

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）4、介護老人

保健施設 1、および、グループホーム 3、サービス付き

高齢者向け住宅 1、住有料老人ホーム 2であった。調査

内容は（1）施設利用者の方々の状態について、（2）施

設に対する災害時の歯科の介入について、（3）施設にお

ける防災体制について、（4）今後の体制整備に向けて、

の 4項目に大別し、19 の設問とともに聞き取った。

調査期間は平成 28 年 7 月 5 日から 7 月 25 日であり、

直接面談は 9 施設、記載調査票返送は 2 施設であった。

回答はそれぞれの施設における熊本地震後の口腔ケアに

ついて把握している職員に対して依頼し、施設長 4、事

務長 2、介護担当者 5（看護師、介護士、歯科衛生士）であっ

た。

4．結果

（1）施設利用者の方々の状態には、主に水不足が影響し、

地震直後に利用者の口腔衛生状態が低下したと回答した

のは 3 施設（27％）だった。地震 3か月後には全 11 施

設において、熊本地震前もしくはそれ以上のレベルの口

腔ケアが行われており、口腔ケアや口腔衛生状態は十

分に把握はされていると回答された。7施設（64％）は、

災害時には歯科の助言や指導が必要であると回答した。

（表 1）

その他の意見として、「デイサービスの休止や人員配

置の問題から、もともとのサービスを継続できず、廃用

が進んだ人がいた」「全体として介護量が増えた」「震災

直後には救急搬送が3件あり、うち1件は誤嚥性肺炎だっ

た」などがあげられ、災害直後の水や電気などのインフ

ラ、そして、食材や物資などが整わない環境や、その環

境が回復・改善するまでの人員不足が指摘された。

（2）災害時の歯科の介入のタイミングは、施設の被災状

況、および職員の受援対応が可能かどうかに意見が左右

されるように感じられた。歯科支援を受けた経験として

は、口腔用ウエットティッシュなどの口腔衛生保持のた

めの物資の提供や、訪問での診察や応急処置、口腔ケア

や食事の指導が助かった、と回答したのは 5施設（45％）

だった。熊本地震後の変化として、支援をきっかけに使

うようになった歯科衛生用品がある、口腔ケアに気を付

けるようになった、仕上げ磨きの重要性を知った、など

の肯定的なものは 5施設（45％）からあげられた。一方、

その後の歯科医院受診を指示されたが行ける状態ではな

く困った、調整に苦慮した、という声もあった。（表 2）

図 1：対象とした南阿蘇村・高森町の全 11 の介護施設（法人）
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（3）施設における防災体制としては、備蓄は効果的

ではあったが充分であったと回答した施設はなかった。

詳細を回答した 9 施設全てにおいて、災害直後に、地

域のつながりや支援の中で、早期に長期化に向けて追

加の対策をとっていた。口腔ケア用品（歯ブラシ、は

みがき、洗口液、スポンジブラシなど）は備蓄などの

対策では充分確保できなかったと回答したのは 6 施設

（55%）だった。職員連絡網は全ての施設で決まってい

表 1：施設利用者の方々の状態、口腔ケアの体制について

表 2：介護施設に対する災害時の歯科の介入についての意見
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たものの効果的ではなく、電話は通じなかったがイン

ターネット経由での連絡は可能だったと回答した施設

は 4 施設（36％）だった。（表 3）

その他の意見として、「スポンジブラシ、タフトブラシ、

ウェットティッシュなどの、一般に届きにくい支援物資

が助かった」「もともと口腔ケア用品は必要な時に家族

に手配してもらっておい、備蓄していなかった」「備蓄

で洗口液があればよかった」など、物品に関するものが

多かった。一方で支援物資に関しては、逆に「物資が届

きすぎて歯ブラシがたまっている」という意見もあった。

（4）今後の体制の整備に向けては、食料やケア用品の備

蓄、発電機や投光器、燃料や通信手段の手配などがあげ

られた。口腔ケア用品としては、ディスポ製品などの備

蓄があげられた。地域のキーパーソンとのつながりを、

インターネット経由での連絡網なども含めて、あらかじ

め構築しておくべきとの声もあった。（表 4）

5．考察

大規模災害時の歯科保健医療支援において、もっと

も早期に対応すべきは口腔感染症リスクが高まる災害

時要配慮者である 5-6)。高齢者施設はそのような方々が

多く生活されており、ライフラインなどの問題により

生活の問題が発生するリスクが高まる。本調査におい

ては口腔衛生状態が明らかに低下した施設は少なかっ

たが、歯科の助言や指導は必要とした施設が過半数で

あった。口腔ケアによる口腔感染症の予防や、食べる

ことを支援することの重要性は、過去の災害時にも指

表 3：介護施設における防災対策，歯科用品の備蓄について

表 4：介護施設における今後の体制の整備に向けての意見
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摘されてきており 7-8)、災害後早期にどのような支援が

要望されているかを評価して対応する必要がある。歯

科保健医療支援としては、まずは対応・受け入れが可

能な近隣の歯科の情報を提供しつつ声をかけ、支援の

必要性や要望を確認することとなるが、その介入に関

しては、施設側が受け入れられる体制ができるかどう

か調整が必要となる。それぞれの施設の状況を見極

めながら介入の適切なタイミングを計ることとなるが、

施設の種類（介護老人福祉施設・介護老人保健施設・

有料老人ホーム・有料老人ホーム・グループホーム・

ほか）によっても違う計画立案が必要となると考えら

れる。

大規模災害後の介護施設における大きな問題点として

「生活用水の不足によるケアへの支障」「水や食料の確

保」が指摘されており、これは介護職員にも大きなスト

レスとなっているとされる 9)。南阿蘇村・高森町は湧水

が豊富であることもあり、備蓄なども含めてある程度対

応できた施設が多かったが、口腔ケアに関わる消耗品や

通信手段などには問題が指摘された。要介護高齢者施設

において、災害時マニュアルはあっても、そこに口腔ケ

ア項目があるとしたところはなく、災害時向けの協定を

結んでいるところもあるものの、自施設職員による口腔

ケアの継続・維持が現状通りに可能だろうと回答したの

は 15％しかなかった 10)。むしろ災害時マニュアルより

も BCP（事業継続計画）の策定が重要だと言われてきて

おり 11)、今後各施設において検討されるべき災害対策

の一つであろうと考えられた。

これらへの災害時の対応は連携が重要であり、大きく

は県や市町村行政ごとの地域防災計画に基づき、保健医

療関係は保健医療調整本部および保健所により調整され

る 12)。口腔感染症予防としての口腔ケアとしては、地

域保健活動の一部としての保健師や栄養士、リハビリと

の協働が重要であり、食の部分においても指摘されてき

ている 13-14)。地域防災計画に「行政としての備蓄する水

や食料に関すること」が記載されている自治体は 80％

を超えるものの、計画通りに備蓄できているのは 2割に

も満たないとされているが 15)、地域防災計画の策定に

行政栄養士が関わっている自治体においては、災害時要

配慮者に対する特殊食品の準備体制が整っている割合が

高いことも示されており 16)、保健所や自治体の栄養士

を中心とした、口腔ケア・口腔感染症管理を含めた食べ

る支援の体制を築いていくことも必要と考えられた。

6．まとめ

熊本地震後の高齢者施設に対する支援において、口腔

機能支援チーム（歯科）、JRAT（リハビリ）、JDA-DAT（栄

養）などが連携して、効果的な支援が行われた地域もあっ

た。しかし本調査からは、高齢者施設側としては物品や

情報の支援は概ね歓迎されたものの、受援体制が構築さ

れる前の介入はむしろ混乱を引き起こすので難しい面が

あったことが示された。今後、特に災害時要配慮者に対

して、多職種が協働しての「食べる支援」を早期に行う

ためには、平時から高齢者介護施設なども含んだ多職種

が連携しての保健医療介護福祉体制が構築されているこ

とが必要であると考えられた。

本調査は、学校法人神奈川歯科大学研究倫理委員会

「熊本地震における歯科支援に関する研究」（承認番号第

447 番）の一環として行ったものである。開示すべき利

益相反状態はない。
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